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第１章 計画の見直しにあたって 

１ 計画見直しの背景・趣旨  

 

●計画見直しの背景 

本区では令和２（2020）年３月に策定した「中央区保健医療福祉計画２０２０」に基づき、地域住民等

が「支え手」「受け手」の関係を超えて「我が事」として地域課題の解決に参画し、人や資源が世代や分

野を問わず「丸ごと」つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともにつくっていく「地

域共生社会」の実現に向け、さまざまな施策・事業を進めてきました。 

しかしこの間、世界的に流行した新型コロナウイルス感染症は、日常生活や社会経済活動に大きな影

響を及ぼし、人や地域との交流、つながりを希薄化させたほか、新たな生活困難層や非常時における支

援体制の課題を顕在化させるなど、保健医療福祉分野全般に大きな影響を与えました。 

また、コロナ禍を契機に社会全体で DX（デジタルトランスフォーメーション）の機運が高まり、加速度

的にデジタル化が進展している一方で、高齢者の情報格差（デジタルデバイド）の課題なども明らかに

なっています。 

さらに、本区においては、築地市場跡地や晴海のまちづくりなど都市再生に向けた動きが活発化し、

大規模マンション建設などに伴う人口増加が続いており、区民の生活環境や地域コミュニティが大きく

変化しています。 

こうした中、国では、地域住民等の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を

構築するため、令和３（2021）年４月に「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正す

る法律」を施行し、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を

一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」を創設しました。 

本区においても、この「重層的支援体制整備事業」の実施に向け、これまで推進してきた取組をもと

に、地域課題を包括的に受け止め、多機関が連携・協働し、重層的な支援を行う体制の構築を進めて

います。 

 

●計画見直しの趣旨 

「中央区保健医療福祉計画２０２０」は７年間を計画期間としており、前期計画期間の終了にあたり、

計画内容の中間見直しを行うものです。 

見直しにあたっては、現計画の策定後に生じた各種法改正や新型コロナウイルス感染症の流行など

の社会情勢の変化によって生じた課題のほか、計画前期の取組の成果等を踏まえた計画の見直しを

行い、計画後期の実効性向上を図っていきます。 

あわせて、令和５（２０２３）年２月に策定した「中央区基本計画２０２３」や保健医療福祉分野の各個別

計画、関連する区の個別計画との整合性も図ることとします。 
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（２）計画の期間 

●本計画の期間は、令和２（2020）年度から令和８（202６）年度までの７年間であり、中間年である令

和５（2023）年度に中間期の見直しを行ったものです。 

●今後は、本計画の見直しを行うタイミングをより関連の深い高齢者および障害者の法定事業計画の

改定時期と合わせて、令和８（2026）年度に改定を行います。 

●令和９（2027）年度以降は、計画期間を６年間として前後期３年ごとに見直しを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画の推進体制 

① 圏域について 

計画の推進にあたっては、「区全域」、「福祉圏域」、および「町会・自治会を基本とする身近な圏域」の

３層からなる圏域を設定し、各圏域に応じた機能や環境整備を効果的に行っていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 進行管理について 

本計画を評価・検証するため、施策の方向性に掲げる主な取組ごとに指標（４０頁参照）を設定してい

ます。本指標の推移に加えて、関連事業を含む主な取組・事業の実施状況等により進捗状況を把握し、

中央区保健医療福祉計画推進委員会において定期的に計画の評価・検証を行います。その評価結果

を広く区民、活動団体、事業者等へ公表し、情報の共有を図るとともに、社会情勢や制度改正等の変化

などを踏まえ、必要に応じて計画を見直します。 

また、本計画に包含する「中央区重層的支援体制整備事業実施計画」（４４頁参照）の評価および推

進体制は、本計画の評価と進行管理体制の中で行います。  

区全域 

福祉圏域 
京橋・日本橋・月島 

の３地域 

身近な圏域 

多機関の連携・協働による専門的・広域的な支援を行う総合的な体

制を整備し、身近な圏域や福祉圏域での取組をバックアップします。 

相談を包括的に受け止め、日常生活に必要なサービスを提供する

圏域です。地域活動の支援を行うほか、住民だけで解決できない課

題を専門職の関与により適切な支援につなぎます。 

住民同士の支えあいや見守り活動を可能とする、町会・自治会を基

本とした圏域です。地域活動拠点の整備や地域の担い手の育成な

どにより、まちの課題を自ら解決できる地域力の強化を図ります。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

中央区基本計画

中央区障害者計画（６年）・
障害福祉計画・

障害児福祉計画（３年）

中央区高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画（３年）

中央区子ども・子育て
支援事業計画（５年）

中央区健康・食育プラン

社会福祉協議会
地域福祉活動計画

地域福祉活動計画

（2016～2020）

地域福祉活動計画

（2021～2026）

基本計画２０１３ 基本計画２０２３

第10期第９期

第第５５次次２２００２２００((22002200～～22002266年年））

障害者計画 障害者計画

第７期
第３期

第８期
第４期

基本計画２０１８

後後期期 第６次

（2027～2032年）

第１期子ども・子育て支援事業計画 第２期 第３期

プラン２０２４プラン２０１３

第６期 第７期 第８期

第４期障害福祉計画
第５期障害福祉計画・

第1期障害児福祉計画

第６期
第２期

保保健健医医療療福福祉祉計計画画
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前期

- 2 - 
中央区保健医療福祉計画 2020（令和６年３月見直し） 

２ 計画の位置付け・期間・推進体制  

 

（１）計画の位置付け 

●本計画は、「中央区基本構想」および「中央区基本計画２０２３」を上位計画とします。  

●本計画は、社会福祉法第１０７条に基づく「市町村地域福祉計画」であり、また同法第 106 条の５に基

づく「重層的支援体制整備事業実施計画」を包含するものです。 

●本区の「子ども・子育て支援事業計画」「障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画」「高齢者保健

福祉計画・介護保険事業計画」および「健康・食育プラン」といった福祉分野の各個別計画の上位計

画であり、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉、その他の福祉に関し、共通し

て取り組むべき事項」を盛り込んだ保健・医療・福祉の総合計画とします。 

●本計画は、国、東京都および区の関連計画と整合を図っていきます。 

●中央区社会福祉協議会が策定する「中央区地域福祉活動計画」とは車の両輪の関係にあるため、相

互に連携・協働することにより、一体的に地域福祉施策を推進していきます。 

  

《 計画の関連図 》 
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（２）計画の期間 

●本計画の期間は、令和２（2020）年度から令和８（202６）年度までの７年間であり、中間年である令

和５（2023）年度に中間期の見直しを行ったものです。 

●今後は、本計画の見直しを行うタイミングをより関連の深い高齢者および障害者の法定事業計画の

改定時期と合わせて、令和８（2026）年度に改定を行います。 

●令和９（2027）年度以降は、計画期間を６年間として前後期３年ごとに見直しを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画の推進体制 

① 圏域について 

計画の推進にあたっては、「区全域」、「福祉圏域」、および「町会・自治会を基本とする身近な圏域」の

３層からなる圏域を設定し、各圏域に応じた機能や環境整備を効果的に行っていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 進行管理について 

本計画を評価・検証するため、施策の方向性に掲げる主な取組ごとに指標（４０頁参照）を設定してい

ます。本指標の推移に加えて、関連事業を含む主な取組・事業の実施状況等により進捗状況を把握し、

中央区保健医療福祉計画推進委員会において定期的に計画の評価・検証を行います。その評価結果

を広く区民、活動団体、事業者等へ公表し、情報の共有を図るとともに、社会情勢や制度改正等の変化

などを踏まえ、必要に応じて計画を見直します。 

また、本計画に包含する「中央区重層的支援体制整備事業実施計画」（４４頁参照）の評価および推
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区全域 

福祉圏域 
京橋・日本橋・月島 

の３地域 

身近な圏域 

多機関の連携・協働による専門的・広域的な支援を行う総合的な体

制を整備し、身近な圏域や福祉圏域での取組をバックアップします。 

相談を包括的に受け止め、日常生活に必要なサービスを提供する

圏域です。地域活動の支援を行うほか、住民だけで解決できない課

題を専門職の関与により適切な支援につなぎます。 
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本とした圏域です。地域活動拠点の整備や地域の担い手の育成な

どにより、まちの課題を自ら解決できる地域力の強化を図ります。 
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第２章 区の現状 

１ 人口の推移と推計  

（１）年齢３区分別人口の推移と推計 

本区における人口は増加傾向にあり、令和２（2020）年度に入ってからは17万人を超え、令和９

（2027）年度中には20万人を超えると見込んでいます。 
 

年齢３区分別人口の推移と推計（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
※令和６(2024)年以降は区の推計値であり、小数点第１位を四捨五入しているため、合計値と合致しない場合がある。 

（令和５年４月１日現在の人口を基準に作成） 

 

（２）地域別人口の推移と推計 

本区の地域別（京橋、日本橋、月島）人口は、いずれの地域の人口も増加傾向にあり、特に月島地域

では人口の増加が著しく、令和９（2027）年度中には10万人を超えると見込んでいます。 
 

地域別人口の推移と推計（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
※令和６(2024)年以降は区の推計値であり、小数点第１位を四捨五入しているため、合計値と合致しない場合がある。 

（令和５年４月１日現在の人口を基準に作成）  
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37,754 39,029 40,377 40,988 41,995 42,764 42,811 43,725 48,068 
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３ 計画見直しのポイント  

 

計画見直しのポイントは次の３点です。 
 

（１）中間評価の実施結果を受けた計画の見直し 

計画の見直しにあたり、毎年度実施している事業の進捗評価とあわせて、計画の前期期間にあた

る令和２（2020）年度から令和５（2023）年度までの事業の実施状況と成果、所管課による事業の

評価ならびに課題、今後の方向性を整理し、中間評価として取りまとめを行いました。 

中間評価に、中央区保健医療計画推進委員からいただいた評価・意見等を反映させた「中間評価

の実施結果」を踏まえて、計画の見直しを行いました。（「中間評価の実施結果」５３頁参照） 

 

（２）社会情勢の変化を踏まえた施策の見直し 

「中央区保健医療福祉計画２０２０」の策定後、新型コロナウイルス感染症の流行とそれに伴う生活

様式の変容、急速に進展するデジタル社会といった社会情勢の変化に加えて、晴海地区での新たな

まちづくりなどの区を取り巻く動向を踏まえたうえで、今後必要となる支援策について検討を行いま

した。 

また、社会福祉法の改正により令和３（２０２１）年度に創設された「重層的支援体制整備事業」の実

施に向けた検討を進めたほか、令和４（2022）年に閣議決定された「第二期成年後見制度利用促進

基本計画」を踏まえ、本区における成年後見制度の取組を進めてきました。 

さらに、「介護保険法」や「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害

者総合支援法）」、「児童福祉法」の改正のほか、新たに施行された「共生社会を実現するための認知

症基本法（認知症基本法）」等の法・制度の動向を踏まえて改定している福祉保健分野の個別計画と

の整合性を図っています。 

 

（３）重層的支援体制整備事業の開始に向けた検討 

本区では、地域包括ケアシステムの普遍化に向けて、令和２（2020）年度から相談支援包括化推

進員の配置や相談支援包括化推進連絡会議の設置、住民同士の支えあいによる地域づくりなど、庁

内外での包括的な支援体制づくりに取り組んできました。また、改正社会福祉法により創設された重

層的支援体制整備事業の実施に向けて、令和３（2021）年度より移行準備事業を実施してきました。 

重層的支援体制整備事業の実施検討にあたっては、中央区保健医療福祉計画推進委員会の地

域福祉専門部会にて、「ふくしの総合相談窓口」や、重層的支援体制整備事業の実施体制等の検討

を重ねてきました。これらを踏まえ、「中央区重層的支援体制整備事業実施計画（４４頁参照）」として

取りまとめ、本計画に包含しています。 
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資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
※令和６(2024)年以降は区の推計値であり、小数点第１位を四捨五入しているため、合計値と合致しない場合がある。 
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（５）高齢者人口の推移と推計 

本区の高齢化率は全体の人口増加により低下していますが、高齢者の総数は、今後、令和15（2033）

年までの10年間で8,822人増えると推計され、高齢化率が上昇に転じることが見込まれます。 
 

年齢区分別高齢者人口の推移と推計（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
※令和６(2024)年以降は区の推計値であり、小数点第１位を四捨五入しているため、合計値と合致しない場合がある。 

（令和５年４月１日現在の人口を基準に作成） 
 
 

（６）外国人人口の推移 

本区の外国人人口は、令和３（2021）年に一時減少したものの、令和５（2023）年に再び増加に転じ

ています。平成30（2018）年と比べると、令和５（2023）年は約1.34倍の9,632人となり、総人口の約

5.5％を占めています。 
 

外国人人口の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
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（３）乳幼児人口の推移 

本区の乳幼児人口は、令和３（2021）年以降減少傾向にあり、ピーク時の令和２（2020）年から令和

５（2023）年までに1,244人減少しています。 
 

乳幼児人口の推移（０歳から５歳まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月１日現在） 
 
 

（４）６歳から 19 歳までの人口の推移 

本区の６歳から19歳までの人口は増加が続いており、平成30（2018）年から令和５（2023）年まで

に、特に６歳から11歳は2,351人増加し、12歳から14歳は975人増加しています。 
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資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月１日現在） 
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（３）乳幼児人口の推移 
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３ 定住率  

本区の令和５（2023）年の定住率を性別に見ると、30～34歳の男女の定住率が最も低く、男性は

80～84歳、女性は75～79歳での定住率が最も高くなっています。 

本区の定住率は52.2％であり、東京都区部平均（58.3％）と比べて6.1ポイント低くなっています。 
 

定住率の状況（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
※定住率は５年間現住所または区内に居住している割合。５歳未満は、出生後にふだん住んでいた場所による。 

 

定住率の状況（東京都区部） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
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２ 世帯の状況  

（１）世帯構成 

本区は単身世帯が多く、５割以上で推移しています。また、夫婦と子ども世帯が増加しており、令和２

（2020）年は２割を超えています。 

世帯構成（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省統計局「国勢調査」（平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年、令和２年） 

 

 

（２）地域別世帯数および世帯人員の推移 

本区の地域別世帯数を見ると、いずれの地域も増加が続いており、令和５（2023）年の世帯数は、月

島地域が４万世帯を超えています。 

地域別の世帯人員数は、横ばいで推移しています。 
 

地域別世帯数および世帯人員の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 
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２ 世帯の状況  

（１）世帯構成 

本区は単身世帯が多く、５割以上で推移しています。また、夫婦と子ども世帯が増加しており、令和２

（2020）年は２割を超えています。 

世帯構成（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省統計局「国勢調査」（平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年、令和２年） 

 

 

（２）地域別世帯数および世帯人員の推移 

本区の地域別世帯数を見ると、いずれの地域も増加が続いており、令和５（2023）年の世帯数は、月

島地域が４万世帯を超えています。 

地域別の世帯人員数は、横ばいで推移しています。 
 

地域別世帯数および世帯人員の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区「住民基本台帳」（各年４月 1日現在） 

   

23,695 24,371 25,137 25,517 26,084 26,673 28,963 30,125 31,074 31,207 31,524 33,036 
37,708 38,178 39,460 39,694 39,750 40,122 

1.59 1.60 1.61 1.61 1.61 1.60 

1.66 1.67 1.67 1.67 1.66 1.64 

1.94 1.95 1.96 1.96 1.96 1.95 

0.00
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0
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平成30年
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平成31年
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(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

令和５年

(2023)

世帯数 京橋地域 世帯数 日本橋地域 世帯数 月島地域

世帯人員 京橋地域 世帯人員 日本橋地域 世帯人員 月島地域

（世帯） （人）

18.2 

17.8 

19.2 

16.0 

20.4 

18.2 

17.4 

16.2 

5.0 

5.1 

5.4 

5.1 

0.8 

0.8 

1.0 

1.0 

1.8 

2.3 

3.2 

4.0 

1.3 

1.1 

1.0 

0.9 

52.6 

54.7 

52.8 

56.8 

令和2年(2020)

(N=92,487)

平成27年(2015)

(N=79,256)

平成22年(2010)

(N=67,883)

平成17年(2005)

(N=55,592)

男親と子どもの世帯

（％）
夫婦のみの世帯

女親と子どもの世帯

夫婦と子どもの世帯
その他の親族世帯

非親族世帯 単身世帯
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（２）難病患者の状況 

本区の難病患者医療費助成受給者数の推移は全体的に増加傾向にあり、平成30（2018）年から令

和５（2023）年にかけて１７５件増加しており、令和５（2023）年は１，６２３件となっています。 
 

難病患者医療費助成受給者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年３月 31 日現在） 

  

５ 高齢者  

（１）要介護・要支援認定者数の推移 

本区の要介護・要支援認定者の総数は、平成30（2018）年以降一貫して増加しており、令和５

（2023）年は５，５２４人となっています。 

平成30（2018）年と比べると、すべての要介護・要支援度で増加しています。 
 

要介護・要支援度別認定者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：区作成資料（各年３月 31 日現在） 
※要介護・要支援認定者数は、第２号被保険者も含む 

1,162 1,099 1,142 
1,302 1,302 1,329 

286 
290 301 

300 245 294 
1,448 
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（人）

721 740 800 764 778 811 

587 621 628 623 634 661 

1,050 1,111 1,079 1,093 1,132 1,187 

824 842 845 871 894 916 
712 733 731 775 795 814 
590 567 630 669 676 651 474 494 478 449 444 484 4,958 5,108 5,191 5,244 5,353 5,524 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成30年
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(2023)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）
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４ 障害者・難病患者  

（１）障害者手帳の所持者数の推移 

本区の障害者手帳の所持者数は一貫して増加傾向にあり、合計数は平成30（2018）年では4,091

人でしたが、令和５（2023）年は４，７１２人となっています。 

身体障害者の障害部位別の内訳は、肢体不自由と内部障害の合計が全体の８割を占めており、愛の

手帳の程度別の内訳では、３度と４度の合計が全体の７割を占めています。 
 

障害者手帳の所持者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
 
 

身体障害者手帳所持者数の推移（部位別）       愛の手帳所持者数の推移（程度別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
※内部障害とは、心臓や呼吸器など身体内部の障害のこと。 

※愛の手帳の程度（知的障害の程度）は数字が小さいほど障害が重い。 
 

 
      （人） 

 総数 

部位別 

視覚 

障害 

聴覚平衡 

機能障害 

音声言語 

機能障害 

肢体 

不自由 
内部障害 

平成 30 年 

(2018) 
2,894 185 155 41 1,419 1,094 

平成 31 年 

(2019) 
2,925 187 157 42 1,406 1,133 

令和２年 

(2020) 
2,943 189 171 37 1,366 1,180 

令和３年 

(2021) 
2,961 193 175 40 1,351 1,202 

令和４年 

(2022) 
2,984 201 176 43 1,354 1,210 

令和５年 

(2023) 
2,934 215 177 44 1,343 1,155 

 
     （人） 

  総数 

程度別 

１度 ２度 ３度 ４度 

平成 30 年 

(2018) 
458 24 96 126 212 

平成 31 年 

(2019) 
471 24 108 124 215 

令和２年 

(2020) 
482 24 111 127 220 

令和３年 

(2021) 
487 22 112 129 224 

令和４年 

(2022) 
495 20 107 128 240 

令和５年 

(2023) 
510 25 117 135 233 

2,894 2,925 2,943 2,961 2,984 2,934 

458 471 482 487 495 510 

739 830 955 956 1,050 1,268 
4,091 4,226 4,380 4,404 4,529 

4,712 

0

2,000

4,000

6,000

平成30年

(2018)

平成31年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

令和５年

(2023)

身体障害者手帳 愛の手帳 精神障害者保健福祉手帳

（人）
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（２）難病患者の状況 

本区の難病患者医療費助成受給者数の推移は全体的に増加傾向にあり、平成30（2018）年から令

和５（2023）年にかけて１７５件増加しており、令和５（2023）年は１，６２３件となっています。 
 

難病患者医療費助成受給者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年３月 31 日現在） 

  

５ 高齢者  

（１）要介護・要支援認定者数の推移 

本区の要介護・要支援認定者の総数は、平成30（2018）年以降一貫して増加しており、令和５

（2023）年は５，５２４人となっています。 

平成30（2018）年と比べると、すべての要介護・要支援度で増加しています。 
 

要介護・要支援度別認定者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：区作成資料（各年３月 31 日現在） 
※要介護・要支援認定者数は、第２号被保険者も含む 
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４ 障害者・難病患者  

（１）障害者手帳の所持者数の推移 

本区の障害者手帳の所持者数は一貫して増加傾向にあり、合計数は平成30（2018）年では4,091

人でしたが、令和５（2023）年は４，７１２人となっています。 

身体障害者の障害部位別の内訳は、肢体不自由と内部障害の合計が全体の８割を占めており、愛の

手帳の程度別の内訳では、３度と４度の合計が全体の７割を占めています。 
 

障害者手帳の所持者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
 
 

身体障害者手帳所持者数の推移（部位別）       愛の手帳所持者数の推移（程度別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
※内部障害とは、心臓や呼吸器など身体内部の障害のこと。 

※愛の手帳の程度（知的障害の程度）は数字が小さいほど障害が重い。 
 

 
      （人） 

 総数 

部位別 

視覚 

障害 

聴覚平衡 

機能障害 

音声言語 

機能障害 

肢体 

不自由 
内部障害 

平成 30 年 

(2018) 
2,894 185 155 41 1,419 1,094 

平成 31 年 

(2019) 
2,925 187 157 42 1,406 1,133 

令和２年 

(2020) 
2,943 189 171 37 1,366 1,180 

令和３年 

(2021) 
2,961 193 175 40 1,351 1,202 

令和４年 

(2022) 
2,984 201 176 43 1,354 1,210 

令和５年 

(2023) 
2,934 215 177 44 1,343 1,155 

 
     （人） 

  総数 

程度別 

１度 ２度 ３度 ４度 

平成 30 年 

(2018) 
458 24 96 126 212 

平成 31 年 

(2019) 
471 24 108 124 215 

令和２年 

(2020) 
482 24 111 127 220 

令和３年 

(2021) 
487 22 112 129 224 

令和４年 

(2022) 
495 20 107 128 240 

令和５年 

(2023) 
510 25 117 135 233 

2,894 2,925 2,943 2,961 2,984 2,934 

458 471 482 487 495 510 

739 830 955 956 1,050 1,268 
4,091 4,226 4,380 4,404 4,529 
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（２）日常生活自立度別の認知症高齢者数の推移 

要介護・要支援認定者のうち、日常生活自立度別の認知症高齢者数の推移をみると、生活に支障の

ある症状等がみられるⅡ以上の認知症高齢者数は、平成30（2018）年から令和５（2023）年にかけて

１７１人増加し、令和５（2023）年は３，２８４人となっています。 
 

日常生活自立度別の認知症高齢者数の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年３月 31 日現在） 
※転入者で自立度が把握できない者を除いて集計 

 
 

認知症高齢者の日常生活自立度 

Ⅰ 認知症を有するが、家庭内・社会で日常生活は自立 

Ⅱ 

日常生活に支障ある症状等があるが、他者の注意あれば自立 

 a：家庭外で、上記の状態がみられる 

 b：家庭内でも、上記の状態がみられる 

Ⅲ 

日常生活に支障ある症状等があり、介護が必要 

a：日中を中心として、上記の状態がみられる 

b：夜間を中心として、上記の状態がみられる 

Ⅳ 日常生活に支障ある症状等が頻繁にあり、常時の介護が必要 

M 著しい精神症状・周辺症状がみられ、専門医療が必要 

818 882 935 918 1,025 1,031 

980 1,009 1,044 1,142 1,152 1,157 

1,699 1,703 1,697 1,680 1,742 1,906 

1,414 1,468 1,459 1,435 1,327 1,378 

4,911 5,062 5,135 5,175 5,246 
5,472 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成30年

(2018)

平成31年

(2019)

令和２年

(2020)

令和３年

(2021)

令和４年

(2022)

令和５年

(2023)

自立 Ⅰ Ⅱ Ⅲ以上

（人）
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６ 外国人の状況  

本区の令和５(2023)年１月１日現在の外国人人口の国籍・地域別内訳は、「中国」が最も多く全体の

４割後半を占め、次いで「韓国」、「台湾」、「米国」となっています。 
 

外国人人口の国籍・地域別内訳（中央区、上位10位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：東京都「外国人人口」 
（平成 31 年１月１日現在、令和５年１月１日現在） 

 

７ 寿命・死因  

（１）平均寿命 

本区の平均寿命は、男女ともに平成17（2005）年以降伸びています。 
 

平均寿命（中央区、東京都区部、東京都）（性別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「生命表」（平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年、令和２年） 
※「0歳」における平均余命 

85.3 

86.7 
87.3 87.8 

85.6 
86.6 

87.2 
87.8 

85.7 
86.3 

87.3 
87.9 

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和２年

(2020)

中央区（女性） 東京都区部（女性） 東京都（女性）

（歳）

79.2 
80.1 

81.6 
82.7 

79.1 
80.1 

80.8 
81.5 

79.4 79.5 

81.1 
81.8 

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和２年

(2020)

中央区（男性） 東京都区部（男性） 東京都（男性）

（歳）

男性 女性 

中国

42.7%

韓国

18.3%米国 5.1%

台湾 5.0%

インド 3.6%

ベトナム 2.5%

フィリピン 2.0%

英国 1.9%

フランス 1.5%

ロシア 1.4%

その他

16.0%

（N=7,651）

【平成31(2019)年】

中国

47.5%

韓国

15.9%
台湾 5.2%

米国 4.7%

インド 3.0%

ベトナム 2.5%

英国 1.8%

ロシア 1.5%

フィリピン 1.5%

フランス 1.3%

その他

15.1%

（N=9,324）

【令和５(2023)年】
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８ 生活保護  

生活保護世帯・人員数と保護率 

本区の生活保護世帯数および人員数は微増傾向にあり、令和２（2020）年に生活保護世帯数は1千

世帯を超え、令和５（2023）年の生活保護人員数は1,210人となっています。 

生活保護率は横ばいで推移しており、令和５（2023）年は6.9１‰となっています。 
 

生活保護世帯・人員数と保護率の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
※ 保護率とは、人口に占める生活保護受給者数の割合 

※ ‰（パーミル）は千分率で 1,000 分の１を１とする単位 

９ 地域コミュニティ  

 

（１）地域別町会・自治会数 

本区の地域別町会・自治会数は、京橋地域で63、日本橋地域で68、月島地域で4５となっており、合

計で17６団体となっています。 

 

地域別町会・自治会数（中央区） 

（単位：団体） 
 京橋地域 日本橋地域 月島地域 合計 

団体数 63 68 45 17６ 
 

資料：中央区（令和５年９月１日現在） 

 

（２）地域別防災区民組織数 

本区の地域別防災区民組織数は、京橋地域で５３、日本橋地域で５７、月島地域で４５となっており、

合計で155組織となっています。 
 

地域別防災区民組織数（中央区） 
（単位：組織）   

 京橋地域 日本橋地域 月島地域 合計 

組織数 ５3 ５７ 45 1５５ 
 

資料：中央区（令和５年４月１日現在） 

1,100 1,121 1,131 1,186 1,189 1,210 
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（２）65 歳健康寿命 

本区の65歳健康寿命は男性より女性の方が長くなっています。 

また、本区の平均寿命と65歳健康寿命を比較すると、男性は65歳健康寿命と平均寿命に大きな差は

見られませんが、女性は５年程度の差がみられます。 
 

65歳健康寿命の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：東京都福祉保健局「都内各区市町村の 65 歳健康寿命」（各年） 

※65 歳健康寿命（東京保健所長会方式）は、65 歳の人が何らかの障害のために要介護認定を受けるまでの状態を健康と

考え、その障害のために認定を受ける年齢を平均的に表すもの。 

65 歳健康寿命（歳）=65 歳+65 歳平均自立期間（要介護認定を受けるまでの期間の平均、健康と考える期間）（年）  

 
 

（３）死亡原因 

本区民の死因は、悪性新生物が最も多く、約２割半を占めています。次いで心疾患、老衰が多くなっ

ており、これらの上位３位の割合を合わせると５割を超えています。 
 

死亡原因（中央区、上位10位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：東京都福祉保健局「人口動態統計」（令和３年） 
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８ 生活保護  

生活保護世帯・人員数と保護率 

本区の生活保護世帯数および人員数は微増傾向にあり、令和２（2020）年に生活保護世帯数は1千

世帯を超え、令和５（2023）年の生活保護人員数は1,210人となっています。 

生活保護率は横ばいで推移しており、令和５（2023）年は6.9１‰となっています。 
 

生活保護世帯・人員数と保護率の推移（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年４月 1 日現在） 
※ 保護率とは、人口に占める生活保護受給者数の割合 

※ ‰（パーミル）は千分率で 1,000 分の１を１とする単位 
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地域別町会・自治会数（中央区） 
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資料：中央区（令和５年９月１日現在） 
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10 住まい 

（１）区民の居住形態 

本区は、マンション等（共同住宅）に居住している世帯の割合が９割を占めており、令和２（2020）年に

94.2％となっています。 
 

共同住宅に居住している世帯の割合（中央区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
資料：総務省統計局「国勢調査」（平成 27 年、令和２年） 

  
（２）空家の状況 

本区の空家の状況は、平成30（2018）年は平成25（2013）年と比べて、賃貸や売却等の割合が大き

く減り、その他の物件が６割後半と多く増加しています。 
 

空家数と空家率の推移（中央区） 

（単位：戸） 

 
平成 20 年 

（2008） 

平成 25 年 

（2013） 

平成 30 年 

（2018） 

戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 

二次的住宅 1,540 6.4% 1,240 12.7% 400 3.2% 

賃貸用住宅 13,220 54.6% 6,040 61.7% 3,140 25.1% 

売却用住宅 270 1.1% 1,260 12.9% 530 4.2% 

その他 9,200 38.0% 1,250 12.8% 8,440 67.5% 

合計 24,230 100.0% 9,790 100.0% 12,510 100.0% 

 
※二次的住宅とは、別荘（週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住んで

いない住宅）と、その他（ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに

寝泊まりしている人がいる住宅）のこと。 

※その他とは、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すこと

になっている住宅などのこと。 

 
資料：総務省統計局「住宅・土地統計調査」（平成 20 年、平成 25 年、平成 30 年） 
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（３）民生・児童委員の状況 

令和５（2023）年４月１日時点の民生・児童委員の現員数は101人、定数に対する充足率は81.5％と

なっています。 

 

民生・児童委員数（中央区） 

（単位：人） 

 
平成２９年 
(2017) 

令和２年 
(2020) 

令和５年 
(2023) 

人数 充足率 人数 充足率 人数 充足率 

京橋地域 
現員数 ２９ 

１００％ 
３１ 

１００％ 
32 

１００％ 
定数 ２９ ３１ ３２ 

日本橋地域 
現員数 ３３ 

９７．１％ 
３１ 

８８．６％ 
27 

７７．１％ 
定数 ３４ ３５ ３５ 

月島地域 
現員数 ３８ 

７９．２％ 
４２ 

８０．８％ 
42 

７３．７％ 
定数 ４８ ５２ ５７ 

中央区全体 
現員数 １００ 

９０．１％ 
１０４ 

８８．１％ 
101 

８１．５％ 
定数 １１１ １１８ １２４ 

 
資料：中央区（各年４月１日現在） 

 
 

（４）「災害時地域たすけあい名簿」の登録者数と同意者数の推移 

本区の「災害時地域たすけあい名簿」の登録者数と名簿情報の外部提供同意者数の推移をみると、

名簿の登録者数は8,000人前後で推移しています。 

また、外部提供同意者数は、平成31（2019）年度から令和３（202１）年度までは2,000人台で推移

していましたが、令和４（202２）年度以降は３千人を超えています。 
 

「災害時地域たすけあい名簿」の登録者数と同意者数（配布年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年度４月１日現在） 
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資料：総務省統計局「国勢調査」（平成 27 年、令和２年） 
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11 各種相談の状況 

 

（１）おとしより相談センターの相談件数 

区内５カ所にある「おとしより相談センター」で受けた相談件数の合計は、令和４（2022）年度は、

32,551件となっています。 

 

おとしより相談センターにおける相談件数の推移 

（単位：件） 

 
平成 30 年度

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

相談件数（延件数） 26,830 31,177 33,995 32,812 32,551 

 
資料：中央区（各年度３月 31 日現在） 

  
（２）基幹相談支援センターの相談件数 

中央区基幹相談支援センターにおける相談件数は増加傾向にあり、令和４（2022）年度は、3,702

件となっています。 

 

中央区基幹相談支援センターにおける相談件数の推移 

（単位：件） 

 
平成 30 年度

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

相談件数 1,289 1,791 2,424 2,946 3,702 

 
資料：中央区（各年度３月 31 日現在） 

  
（３）自立相談の件数 

区の自立相談支援機関で受ける自立相談の件数は、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和２

（2020）年度に激増し、令和３（2021）年度以後は減少傾向にあるものの、平成30（2018）年度と比較

すると依然として件数は多くなっています。 

 

自立相談の件数の推移 

（単位：件） 

 
平成 30 年度

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

相談件数 541 1,331 11,878 8,476 3,944 

 
資料：中央区（各年度３月 31 日現在） 
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（４）子育て交流サロン「あかちゃん天国」の子育て相談の件数 

区内児童館等で開催する子育て交流サロン「あかちゃん天国」における子育て相談の件数は、減少傾

向にあります。令和４（2022）年度は976件で、平成30（2018）年度と比較して６割程度の水準となっ

ています。 

 

子育て交流サロン「あかちゃん天国」の子育て相談の件数の推移 

（単位：件） 

 
平成 30 年度

（2018） 

令和元年度 

（2019） 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

相談件数 1,498 1,457 1,357 1,330 976 

 
資料：中央区（各年度３月 31 日現在） 

  
（５）中央区社会福祉協議会 成年後見支援センター「すてっぷ中央」 

中央区社会福祉協議会の成年後見支援センター「すてっぷ中央」における成年後見制度の利用に関

する相談件数、利用支援件数は、令和元（2019）年度から令和２（2020）年度にかけて一時減少が見ら

れたものの、令和３（2021）年度以降、再び増加に転じています。 

 

成年後見支援センター「すてっぷ中央」における 

成年後見制度の利用に関する相談件数等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：中央区（各年度３月 31 日現在） 
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（２）子ども・子育て分野 

〔子ども人口の増加、新たな待機児童対策の充実〕 

〇子育て世代の人口増を背景とした保育ニーズへの対応として、保育施設の整備を積極的に進めた

結果、本区の待機児童数は令和４（２０２２）年４月に０人となりました。一方で、未就学児が就学児と

なり、児童人口が増加していることから、学童クラブへのニーズの高まりに対応するため、児童館に

加え、区立小学校に学童クラブを設置し、「プレディ」との一体的な運用を図るとともに、民間学童ク

ラブの誘致等、民間活力を活用した放課後対策が重要となっています。 

〔地域子育て力の強化、子どもの健全育成ネットワークの充実〕 

〇核家族化により、家族からの育児支援が得られにくくなっているほか、コロナ禍における保護者の育

児不安、地域での孤立が懸念されています。こうした中、地域の子育てサロンでの交流や、子ども家

庭支援センターでの相談支援はますます重要となっていることから、子ども家庭支援センターの保

健所等複合施設への移転を契機とした関連機関の連携を一層強化していく必要があります。 

〇妊娠・出産・子育てに関する相談に対し、DXなども活用しながら母子保健と子育て支援分野の連携

による切れ目のない相談支援体制づくりが必要です。 

〔子どもセーフティネットの拡充〕 

〇本区における児童虐待の発生件数も増加しているなか、ヤングケアラーなどの問題も顕在化してい

ることから、ヤングケアラーに気付き、支援する体制の強化が求められます。 

 

（３）障害者分野 

〔共生社会の実現を目指した意識啓発〕 

〇「障害者差別解消法」の趣旨等に基づき、障害者の権利擁護と虐待防止について、幅広く区民・事

業者等へ普及・啓発を図ることで、共生社会の意義と障害者への理解を深めるとともに、障害者の

自立と参加を推進することが必要となっています。 

〔障害者が住み慣れた地域で生活を続けられる仕組みづくり〕 

〇本区の身体障害、知的障害、精神障害手帳所持者数は増加傾向にあり、障害者のニーズも多様化

していることから、障害の程度・特性に応じた、きめ細かな相談支援やサービスの提供が必要です。 

〇都心部である本区の特性として、地価・家賃等が高く、施設・グループホーム、事業所等も少ないた

め、障害者の住まいの確保が難しい状況があります。一方で、月島地域の施設移転・改築により、障

害の重度化・高齢化に対応したグループホームが開設されることから、福祉センター等と連携した地

域移行・地域定着支援や地域生活支援のネットワークの拡充が求められています。 

〔療育支援の仕組みづくり〕 

〇地域の療育拠点である子ども発達支援センターを中心に、発達障害などの育ちに支援を必要とす

る子どもと家族が抱える多様な療育ニーズへの対応や、育ちのサポ―トシステムの推進による切れ

目のない一貫した支援が求められています。 

〇今後、増加が予想される医療的ケア児（者）に対する、身近な地域での支援体制の充実が必要とな

っています。 
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第３章 区の課題 

 

（１）地域福祉分野 

〔近年の中央区におけるまちづくりと区の保健医療福祉〕 

〇築地市場跡地や晴海のまちづくりなど都市再生に向けた動きが活発化するなか、本区の人口は増

加が続いています。２０１５年から２０２０年の間における人口増加率は23区で最も高く、共同住宅

率も94％を超えるなど、区民の生活環境や地域コミュニティは大きく変化しており、区の保健医療

福祉も新たな局面を迎えています。 

〇新型コロナウイルス感染症の流行は、保健医療福祉サービスの提供体制に大きな影響を及ぼしまし

た。今後は平時からの感染症全般に対する健康危機管理対策の推進や、首都直下型地震も想定し

た保健医療福祉体制の整備が必要となっています。 

〔地域共生社会の実現に向けたさまざまな取組への対応〕 

〇東京2020大会の中心となった選手村を擁した本区では、大会レガシーである多様性と調和を尊重

した社会づくりを進めており、保健医療福祉分野全体で、その理念の具体化が求められています。 

〇まちづくりにおける住宅建設が進むなか、新たな地域コミュニティの形成が急務となっており、改め

て「互いに支えあい、人と人とのつながりが生まれるまち」を目指すことが重要です。 

〇「地域共生社会の実現」に向けて、包括的支援の仕組みづくりを進めており、引き続き、多機関協働

による支援体制や地域づくり等を含めた重層的な支援体制を強化することが必要です。 

〇高齢者や障害者等が地域で安心して生活することができるよう、中央区成年後見センター「すてっ

ぷ中央」を中核とした、地域権利擁護支援のネットワークの充実が求められています。 

〔全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築に向けた取組への対応〕 

〇社会保障制度改革においては、子ども・子育て支援の拡充や生涯現役社会づくりなどを通して、切

れ目なく全ての世代を対象に、公平に支えあう制度への転換が進められており、デジタル技術等も

活用した環境整備が必要となっています。 

〔福祉人材、まちづくり〕 

〇保育、介護・障害の福祉専門職等の人材不足は続いており、人材の確保・育成・定着等の支援策が

より一層重要となっています。 

〇施設やまちづくりのハード面でのバリアフリーだけでなく、情報のバリアフリー、意識のバリアフリー

などソフト面でのバリアフリーを進め、真のユニバーサルデザインのまちづくりを進める必要があり

ます。 
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（２）子ども・子育て分野 

〔子ども人口の増加、新たな待機児童対策の充実〕 

〇子育て世代の人口増を背景とした保育ニーズへの対応として、保育施設の整備を積極的に進めた

結果、本区の待機児童数は令和４（２０２２）年４月に０人となりました。一方で、未就学児が就学児と

なり、児童人口が増加していることから、学童クラブへのニーズの高まりに対応するため、児童館に

加え、区立小学校に学童クラブを設置し、「プレディ」との一体的な運用を図るとともに、民間学童ク

ラブの誘致等、民間活力を活用した放課後対策が重要となっています。 

〔地域子育て力の強化、子どもの健全育成ネットワークの充実〕 

〇核家族化により、家族からの育児支援が得られにくくなっているほか、コロナ禍における保護者の育

児不安、地域での孤立が懸念されています。こうした中、地域の子育てサロンでの交流や、子ども家

庭支援センターでの相談支援はますます重要となっていることから、子ども家庭支援センターの保

健所等複合施設への移転を契機とした関連機関の連携を一層強化していく必要があります。 

〇妊娠・出産・子育てに関する相談に対し、DXなども活用しながら母子保健と子育て支援分野の連携

による切れ目のない相談支援体制づくりが必要です。 

〔子どもセーフティネットの拡充〕 

〇本区における児童虐待の発生件数も増加しているなか、ヤングケアラーなどの問題も顕在化してい

ることから、ヤングケアラーに気付き、支援する体制の強化が求められます。 

 

（３）障害者分野 

〔共生社会の実現を目指した意識啓発〕 

〇「障害者差別解消法」の趣旨等に基づき、障害者の権利擁護と虐待防止について、幅広く区民・事

業者等へ普及・啓発を図ることで、共生社会の意義と障害者への理解を深めるとともに、障害者の

自立と参加を推進することが必要となっています。 

〔障害者が住み慣れた地域で生活を続けられる仕組みづくり〕 

〇本区の身体障害、知的障害、精神障害手帳所持者数は増加傾向にあり、障害者のニーズも多様化

していることから、障害の程度・特性に応じた、きめ細かな相談支援やサービスの提供が必要です。 

〇都心部である本区の特性として、地価・家賃等が高く、施設・グループホーム、事業所等も少ないた

め、障害者の住まいの確保が難しい状況があります。一方で、月島地域の施設移転・改築により、障

害の重度化・高齢化に対応したグループホームが開設されることから、福祉センター等と連携した地

域移行・地域定着支援や地域生活支援のネットワークの拡充が求められています。 

〔療育支援の仕組みづくり〕 

〇地域の療育拠点である子ども発達支援センターを中心に、発達障害などの育ちに支援を必要とす

る子どもと家族が抱える多様な療育ニーズへの対応や、育ちのサポ―トシステムの推進による切れ

目のない一貫した支援が求められています。 

〇今後、増加が予想される医療的ケア児（者）に対する、身近な地域での支援体制の充実が必要とな

っています。 
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（４）高齢者分野 

〔中央区スタイルの地域包括ケアシステムの深化・推進〕 

〇本区の高齢化率は国や都の高齢化率を大幅に下回っているものの、高齢者人口は増加傾向にあり

ます。また、85歳以上人口の増加に伴って、要介護・要支援認定者数も増加を続け、介護ニーズは

高まっています。 

〇団塊世代が75歳以上となる2025年を目途に、「中央区スタイルの地域包括ケアシステム」の構築

を進めており、高齢者が住み慣れた地域で安心して最後まで自分らしく生活できるよう、医療と介

護の連携による「地域包括ケアシステムの深化・推進」を図っていくことが重要です。 

〇「高齢者通いの場」等の交流機会を増やすほか、「中央粋なまちトレーニング」等の活用による健康

づくりを進めながら、医療・健診・介護等のデータ活用による高齢者一人一人の健康状況に対応し

た健康づくり・介護予防の推進が求められています。 

〇生活支援コーディネーターによる「地域支えあいづくり協議体（第１層）」、「支えあいのまちづくり協

議体（第２層）」を活用し、高齢者の社会的孤立の防止と、生活支援の充実を図ることが必要です。 

〇「認知症基本法」を踏まえ、認知症の方も含めた区民一人一人の尊厳を尊重した社会づくりを推進

することが必要です。認知症の初期の段階から支援を受けられるような見守り支援を行うとともに、

認知症ケアや医療的ケアが必要な高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられるよう、

引き続き在宅療養の多職種連携を進め、在宅療養支援病床の確保、人生会議（ＡＣＰ）の活用をは

じめとする意思決定支援など、本人や介護者への支援が求められます。 

〇地価や家賃の高い本区の実情に鑑みつつ、高齢者が住み慣れた地域に住み続けるため、本区の特

性に合わせた居住支援策を推進することが求められています。 

〇情報化社会の進展により情報通信機器の活用が生活に欠かせず、高齢者のインターネットやスマー

トフォン等の利用割合が高くなっています。今後は高齢者施策にも情報通信機器を活用し、楽しみ

ながら健康づくりに取り組める支援や、高齢者の情報格差を防ぐ支援策を展開していくことが必要

です。 

 

（５）健康づくり分野 

〔中央区健康・食育プラン２０２４に基づく健康づくり〕 

〇区民の健康づくりの支援においては「ヘルスプロモーション」の考え方をベースとしており、人々が

自らの健康をコントロールし、改善するプロセスで、個人の活動および組織活動の強化を図るととも

に、その活動を支援する環境づくりが求められています。 

〇ライフステージごとに健康課題や取り巻く状況が異なることから、ライフコースアプローチの視点を

踏まえた健康づくりや、デジタル技術などの新たな手法を活用した健康づくりが必要です。 

〇健康づくりは区民一人一人の意識と行動が重要であることから、区民の健康づくりに対する意識を

高めるためのきっかけづくりを継続的に行うことが重要です。 

 




